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池尻三丁目西地区 
地区計画       

地区街づくり計画 
          

 

世田谷区 

地区計画     決定   平成２１年５月２０日告示・施行 世田谷区告示第３５６号 

地区街づくり計画 決定   平成２１年５月２０日告示・施行 世田谷区告示第３５８号 

         変更決定 平成２４年１月３１日告示・施行 世田谷区告示第７３号 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

凡 例 

地区計画・地区街づくり計画区域 

H

  

隣地境界線（公園を含む） 

から５ｍ以上 

               道路境界線から５ｍ以上 

 

 道路境界線から５ｍ以上 

（高さ２．５ｍ以下） 

 あああああああ      道路中心線から３ｍ以上 

あああああああ 

 防災上重要な路線 

 

地 

 

以下のような市街地を形成します。 

１ 生活利便性に富み、緑豊かで良好な住環境の形成及び保全を図ります。 

２ 防災性に優れた安全で安心できる都市環境の形成を図ります。 

３ 住宅市街地と商業市街地とが調和した快適な市街地の形成を図ります。 

４ 団地の建替えに伴い、周辺住宅地の環境に配慮した新たな住宅団地への再生を図ります。 

 
 

■計画図 概要 

地
区
施
設 

壁
面
位
置 

■ 地区計画・地区街づくり計画の目標 
 

街 地 「地区計画」と「地区街づくり計画」で定めた内容 「地区街づくり計画」で定めた内容 

地 

地 

地 

街 

街 

壁面線１号 

壁面線２号 

壁面線３号 

壁面線４号 

街 

区画道路１号：幅員約６ｍ 

広場状空地 

歩道状空地：幅員２ｍ以上 

池尻南公園 

池尻３丁目公園 

 

２ 

 

N 
Ｂ-２ 近隣商店街地区 
（近隣商業地域） 

Ｂ-３ 住宅地区 
（第一種住居地域） 

Ｂ-１ 幹線沿道市街地地区 

（商業地域） 

Ｂ 住宅団地周辺地区 

Ａ 住宅団地地区 
（近隣商業地域、第一種住居地域） 

地 

地 

地 

Ａ 住宅団地地区       … 

Ｂ 住宅団地周辺地区     … 

  １．幹線沿道市街地地区 … 

  ２．近隣商店街地区   … 

  ３．住宅地区      … 



計画 地区計画・地区街づくり計画 地区街づくり計画 

地
区
の
区
分 

名称 Ａ 住宅団地地区 
Ｂ 住宅団地周辺地区 

１．幹線沿道市街地地区 ２．近隣商店街地区 ３．住宅地区 

面積 約０．８ｈａ 約１．５ｈａ 約１．４ｈａ 約３．０ｈａ 

建築物等の用途
の制限 

１ 次に掲げる建築物は建築してはならない。 

（１）共同住宅等のうち、住戸専用面積が３０㎡未満 

の住戸を有するもの。 

（２） 勝馬投票券発売所及びこれに類するもの。 

２ 主要生活道路に面する建築物の１階部分は、店舗又

は事務所等とする。（住宅、共同住宅、寄宿舎、下

宿の用途に供するものへの出入口又は、自動車車

庫、車路については可） 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法

律第１２２号）第２条第１項各号又は第６項各号に該当する営業の

用に供する建築物。 

２ 勝馬投票券発売所及びこれに類するもの。 
－ 

建築物の敷地面
積の最低限度 

－ － ７０㎡ 

壁
面
の
位
置
の
制
限 

 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面までの距離は、以下に定めるところによる。 

壁面線 

１号 
隣地境界線（公園を含む）から５ｍ以上とする。 － － － 

壁面線 

２号 
道路境界線から５ｍ以上とする。 － － － 

 

壁面線 

３号 

道路境界線から建築物の１階部分（道路面からの高さ

２．５ｍ以下の部分）を、５ｍ以上とする。 

（公共用の歩廊及びピロティ形式の柱、歩行者の安全

上設置する庇等は除く） 

－ － － 

壁面線 

４号 
－ 

道路中心線から３ｍ以上とす

る。 
－ 道路中心線から３ｍ以上とする。 

狭あい道路の整
備促進 

－ 

１ 狭あい道路の後退部分は、花壇を築造したり、プランター、自動車、バイク、自転車等を置いたりせず、平

常時の緊急車両の通行の妨げとならないようにする。 

２ 門や塀は建替えにあわせて道路中心から２ｍまで後退し、角敷地（隅角が１２０度以上の場合を除く）では

底辺２ｍの二等辺三角形の隅切りを設置する。 

３ 後退した部分は、狭あい道路拡幅整備事業を活用して道路状に整備する。 

建築物等の高さ
の最高限度 

３５ｍ ４０ｍ 

２０ｍ 

ただし、すべての隣地境界線及び道

路境界線から建築物の外壁又はこれ

に代わる柱の面までの距離を５ｍ以

上とした場合は建築物の高さは３５

ｍ以下とする。 

１５ｍ 

ただし、すべての隣地境界線及び道路

境界線から建築物の外壁又はこれに代

わる柱の面までの距離を５ｍ以上とし

た場合は建築物の高さは３５ｍ以下と

する。 

建築物等の形態
又は色彩その他
の意匠の制限 

１ 建築物の屋根及び外壁は、原色を避け、落ち着いた色彩とし、周辺の環境と調和したものとする。 

２ 屋外広告物等の色彩、形態、意匠は、周辺の街並みに配慮したものとし、光源を設置する場合で周辺環境に悪影響を及ぼすものは設置してはならない。また、腐朽、

腐食、破損しやすいものは設置してはならない。 

垣又はさくの構
造の制限 道路や公園等に面する側にコンクリートブロック塀などをつくる場合には、高さ６０ｃｍ以下とする。 

 

土地の

利用に

関する

事項 

みどり

づくり 

１ 建築物の敷地内では、積極的に既存樹木の保全を

図るとともに、敷地内緑化、屋上緑化、壁面緑化

などにより、みどり率３３％以上を確保する。 

２ 道路に面する側の接する長さの７／１０以上を

緑化する。 

世田谷区みどりの基本条例（平成１７年３月１４日世田谷区条例第１３号）の届出の対象にならない敷地におい 

ては、敷地面積の５％以上の緑化に努める。 

水環境

への配

慮 

建築物の敷地内に、浸透地下埋管、浸透ます、透水性舗装、浸透側溝、貯留施設など、雨水の流出を抑制するための施設整備に努める。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

① 

 

① 

③ 

② 

■ 街づくりのルール一覧 ■街づくりのルールの解説  

 
 

・一定面積（７０㎡）未満の敷地に新たに分割されないようにします。 
※施行日前から７０㎡未満の敷地面積の場合はこのルールは適用されません。 

・道路や公園などに面するコンクリートブロック塀などをつくる場合

は、高さ６０ｃｍ（３段程度）以下とします。 

③ 

6０ｃｍ 

以下 

 

  

② 

■狭あい道路の整備促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・地区内の狭あい道路（4ｍ未満）の後退部分は、狭あい道路拡幅整

備事業を活用した道路状整備を推進します。 

建築物の敷地面積の最低限度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・壁面線４号沿道では建築の際に、道路中心線から建築物の外壁等までの
距離を３ｍ以上とします。 

※壁面線４号以外においては適用されません。 

 

■壁面の位置の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■垣又はさくの構造の制限 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

４ 

 

② 

建物 ８０㎡ 

６０㎡ 

１４０㎡ 

現在の建築敷地 

 
分割後の建築敷地 

 

建物 建物 

敷地  

 
道路中心線 

道路 

《 壁面線４号の道路空間イメージ 》 

３３mm以以上上  ３３mm以以上上  

４ｍ以上 

敷地  

  

壁壁面面後後退退部部分分  

  
壁壁面面後後退退部部分分  

  

建物 建物 

狭あい道路の拡幅整備 

建物 

壁壁面面のの位位置置のの制制限限  

  



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 地区計画・地区街づくり計画の届出と手続き 

地区内で新築、建替えなどの建築行為を行う方は、工事着手の 30日以上前で、かつ建築確認申請の前まで

に世田谷区への届出が必要です。新築や建替えなどをお考えの方は、世田谷総合支所街づくり課までご相談く

ださい。 

2018.３                      

 

名  称 池尻三丁目西地区地区街づくり計画 

位  置 世田谷区池尻三丁目及び三宿一丁目各地内 

面  積 約６．７ｈａ 

地区街づくり計
画の目標 

本地区は、世田谷区の東端に位置し、三軒茶屋駅から約１ｋｍ、渋谷駅から約２ｋｍの距離にあり、都心からの交通の利便
性が高い地区である。最寄り駅となる東急田園都市線の池尻大橋駅から約４５０ｍの距離にあり、地区周辺部は幹線道路等に
囲まれた商業地となっている一方、地区内部は平静な住宅地となっている。また、地区の東側に位置する池尻住宅は、建築物
の老朽化等により早期の建替えが課題となっている。 
このような地区の状況を踏まえ、以下のような市街地を形成することを目標とする。 
１ 生活利便性に富み、緑豊かで良好な住環境の形成及び保全を図る。 
２ 防災性に優れた安全で安心できる都市環境の形成を図る。 
３ 住宅市街地と商業市街地とが調和した快適な市街地の形成を図る。 
４ 団地の建替えに伴い、周辺住宅地の環境に配慮した新たな住宅団地への再生を図る。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用
の方針 

住宅市街地と商業市街地や幹線道路等沿道との調和のとれた健全な市街地形成を目指し、住宅団地地区と住宅団地周辺地区
に区分し、住宅団地周辺地区おいては、さらに幹線道路等に面する商業系２地区と内側の住居系地区に区分して、それぞれの
土地利用の方針を次のように定める。 
１ 住宅団地地区 

本地区の地区特性を継承するため、池尻住宅は適切な住宅規模を有する集合住宅及び店舗等を整備する。また、周
辺道路、公園、歩道等のオープンスペースを整備することで、緑豊かで良好な住環境の維持と周辺環境の融和を図る。 

  ２ 住宅団地周辺地区 
１）幹線沿道市街地地区 

国道２４６号線沿道の立地を生かし、後背住宅地との調和を図り、沿道サービス・業務機能を誘導し、良好な商業
市街地を形成する。 

２）近隣商店街地区 
地域住民の利便施設・商業施設等の誘導及び周辺住宅地区との調和を図り、良好な商業市街地を形成する。 

３）住宅地区 
緑を確保した低中層の住宅地として、ゆとりある良好な住環境の形成を図るとともに、狭あい道路の整備などによ
り防災性の向上を図る。 

地区施設
の整備の
方針 

道路、公園、その他の公共空地について以下のように整備する。 
１ 道路  池尻住宅西側の道路は、安全・安心な街並みを形成し、良好な住環境の確保と防災性能の向上のため、区画道

路により地区内のネットワークを形成し、歩行者と車が安心して利用できる空間として整備を図る。 
２ 公園  地区内の公園の利便性、防犯・防災性の向上を図るとともに、緑のある住民の憩いの場として、地区に開放す

る公園・緑地を配置し、連続性のある公共空間を確保する。 
３ その他の公共空地  ア．広場状空地：地域に開かれた広場状空地を池尻南公園と一体に整備する。 

イ．歩道状空地：池尻南公園につながる歩行空間を確保するため、道路と併設して歩道状空地を整
備する。 

建築物等
の整備の
方針 

住宅市街地と商業市街地や幹線道路等沿道との調和及び、住宅団地地区と周辺住宅地との調和を図り、緑豊かで環境にも配
慮した健全で安全な市街地の形成を図るため、建築物等の整備の方針を以下のように定める。 
１ 適正な住宅規模を確保し、地区の健全な市街地環境の形成を図るため、建築物の用途の制限を定める。 
２ 敷地の細分化に伴う住環境の悪化を防止するため、建築物の敷地面積の最低限度を定める。※ 
３ 安全でゆとりある歩行者空間の形成と良好な住環境、防災性の向上のため、壁面の位置の制限を定める。 
４ 防災性の向上を図るため、狭あい道路の整備促進を定める。※ 
５ 良好な住環境等の維持、形成を図るため、建築物等の高さの最高限度を定める。 
６ 地区の良好な街並みの形成を図るため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 
７ 緑豊かで良好な住環境の形成と防災性の向上を図るため、垣又はさくの構造の制限を定める。 
８ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法という。」）第５９条の２第１項、法８６条第３項若しくは第４項又
は法第８６条の２第２項若しくは第３項の規定に基づく許可に係る建築物の容積率の最高限度については、都市計画に
おいて定められた数値を限度とし、建築物等の高さの最高限度は、本地区整備計画に定める数値の範囲内のものとする。 

その他当
該区域の
整備、開発
及び保全
に関する
方針 

１ 都市環境の改善、防災性の確保及びみどり豊かで潤いのある街並みを形成するため、地区内では積極的に既存樹木の保
全を図るとともに、敷地内緑化、屋上緑化、壁面緑化などにより、緑化を推進することに努める。 

２ 地区内の都市災害の防止や地下水の保全のため、建築物の敷地内に、浸透地下埋管、浸透ます、透水性舗装、浸透側溝、
貯留施設など、雨水の流出を抑制するための施設を整備することに努める。 

３ 住宅団地地区では、みどりの保全を図るとともに、公園につながるアクセス路は連続性のある沿道緑化とし、周辺環境
に配慮して整備する。 

４ 防災上重要な路線は狭あい道路拡幅整備条例に基づき整備を促進する。※ 

地
区
整
備
計
画 

地区施設
の配置及
び規模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 
道 路 区画道路１号 約６ｍ 約１３５ｍ 拡 幅 
種 類 名 称 面 積 備 考 

公 園 
公園（池尻南公園） 約７６０㎡ 一部移設（位置形状変更） 

公園（池尻三丁目公園）※ 約３６００㎡ 既 設 
種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 

その他の公
共空地 

歩道状空地 ２ｍ以上 約１３０ｍ 新 設 
名 称 面 積 備 考 
広場状空地 ３００㎡以上 新 設 

建築物等
に関する
事項 

地区 
の 
区分 

名称 住宅団地地区 
住宅団地周辺地区※ 

幹線沿道市街地 
地区 

近隣商店街地区 住宅地区 

面積 約０．８ｈａ 約１．５ｈａ 約１．４ｈａ 約３．０ｈａ 

建築物等の
用途の制限 

１次に掲げる建築物は建築しては
ならない。 
（１）共同住宅等のうち、住戸専

用面積が３０㎡未満の住戸
を有するもの。  

（２）勝馬投票券発売所及びこれ
に類するもの。 

２主要生活道路に面する建築物の
１階部分は、店舗又は事務所等
とする。ただし、住宅、共同住
宅、寄宿舎、下宿の用途に供す
るものへの出入口又は、自動車
車庫、車路については、この限
りでない。 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 
１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に
関する法律（昭和２３年法律第１２２号）
第２条第１項各号又は第６項各号に該当
する営業の用に供する建築物。 

２ 勝馬投票券発売所及びこれに類するもの。 

－ 

  建築物
の敷地
面積の
最低限

－ － 

建築物の敷地面積
は、次に掲げる数値以
上でなければならない 
７０㎡ 

地
区
整
備
計
画 

建築物等
に関する
事項 

建築物の敷
地面積の最
低限度※ 

－ － 
建築物の敷地面積は、次
に掲げる数値以上でなけれ
ばならない。７０㎡ 

壁面の位置
の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面までの
距離は、次の各号に定めるところによる。 
１ 壁面線１号については、隣地境界線（公
園を含む。）から５ｍ以上とする。 

２ 壁面線２号については、道路境界線から
５ｍ以上とする。 

３ 壁面線３号については、道路境界線から
建築物の１階部分（道路面からの高さ２．
５ｍ以下の部分）を、５ｍ以上とする。
ただし、公共用の歩廊及びピロティ形式
の柱、歩行者の安全上設置する庇等につ
いては、この限りでない。 

建築物の外
壁又はこれに
代わる柱の面
ま で の 距 離
は、壁面線４
号 に つ い て
は、道路中心
線から３ｍ以
上とする。 

－ 

建築物の外壁又はこれに
代わる柱の面までの距離
は、壁面線４号については、
道路中心線から３ｍ以上と
する。 
 

狭あい道路
の整備促進
※ 

－ 

１ 狭あい道路の後退部分は、花壇を築造したり、プランター、自動車、バイク、
自転車等を置いたりせず、平常時の緊急車両の通行の妨げとならないようにす
る。 

２ 門や塀は建替えにあわせて道路中心から２ｍまで後退し、角敷地（隅角が１２０
度以上の場合を除く）では底辺２ｍの二等辺三角形の隅切りを設置する。 

３ 後退した部分は、狭あい道路拡幅整備事業を活用して道路状に整備する。 

建築物等の
高さの最高
限度 

建築物の高さは３５ｍ以下とする。 
建築物の高
さは４０ｍ以
下とする。 

建築物の高さは２０ｍ以下と
する。 
ただし、すべての隣地境界線及

び道路境界線から建築物の外壁
又はこれに代わる柱の面までの
距離を５ｍ以上とした場合は建
築物の高さは３５ｍ以下とする。 

建築物の高さは１５ｍ以
下とする。 
ただし、すべての隣地境
界線及び道路境界線から建
築物の外壁又はこれに代わ
る柱の面までの距離を５ｍ
以上とした場合は建築物の
高さは３５ｍ以下とする。 

建築物等の形態
又は色彩その他
の意匠の制限 

１ 建築物の屋根及び外壁は、原色を避け、落ち着いた色彩とし、周辺の環境と調和したものとする。 
２ 屋外広告物等の色彩、形態、意匠は、周辺の街並みに配慮したものとし、光源を設置する場合で周辺環境に悪
影響を及ぼすものは設置してはならない。また、腐朽、腐食、破損しやすいものは設置してはならない。 

垣又はさくの
構造の制限 

道路や公園等に面する側にコンクリートブロック塀などをつくる場合には、高さ６０ｃｍ以下とする。 

土地の利用に関する事項 

１ 建築物の敷地内では、積極的に既
存樹木の保全を図るとともに、敷
地内緑化、屋上緑化、壁面緑化な
どにより、みどり率３３％以上を
確保する。 

２ 道路に面する側の接する長さの
７／１０以上を緑化する。 

３ 建築物の敷地内に、浸透地下埋
管、浸透ます、透水性舗装、浸透
側溝、貯留施設など、雨水の流出
を抑制するための施設整備に努
める。 

１ 世田谷区みどりの基本条例（平成１７年３月１４日世田谷区条例第１３
号）の届出の対象にならない敷地においては、敷地面積の５％以上の緑
化に努める。 

２ 建築物の敷地内に、浸透地下埋管、浸透ます、透水性舗装、浸透側溝、
貯留施設など、雨水の流出を抑制するための施設整備に努める。 

 
 

届出が必要な建築行為等 

手続きの流れ 

① 土地の区画形質の変更   ② 建築物の建築又は工作物の建設  

③ 建築物の用途の変更    ④ 建築物等の形態又は意匠の変更 

【相談・お問い合わせ・届出窓口】 
世田谷区 世田谷総合支所 街づくり課 

〒154－8504 世田谷区世田谷4－22－33 TEL 03-5432-2870 FAX 03-5432-3055 

世田谷区のホームページ（HP） http://www.city.setagaya.lg.jp  

■ 池尻三丁目西地区 地区街づくり計画 計画書 

 
地区計画では住宅団地地区のみが地区整備計画に定められています。※の内容は地区計画では規定されていません。 

 

世田谷総合支所街づくり課 
建築主事（都・区） 
又は指定確認検査機関 

工事着手 

届出書 
提出 

適合通知書交付 
又は要請・勧告 

事前相談 確認申請 確認済証交付 

調査 
相談 

地区計画・地区街づくり

計画の届出 
建築確認申請 

工 事 着 手 の ３ ０ 日 以 上 前 

５ 

 

６ 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■ 地区計画・地区街づくり計画の届出と手続き 

地区内で新築、建替えなどの建築行為を行う方は、工事着手の 30日以上前で、かつ建築確認申請の前まで

に世田谷区への届出が必要です。新築や建替えなどをお考えの方は、世田谷総合支所街づくり課までご相談く

ださい。 

2018.３                      

 

名  称 池尻三丁目西地区地区街づくり計画 

位  置 世田谷区池尻三丁目及び三宿一丁目各地内 

面  積 約６．７ｈａ 

地区街づくり計
画の目標 

本地区は、世田谷区の東端に位置し、三軒茶屋駅から約１ｋｍ、渋谷駅から約２ｋｍの距離にあり、都心からの交通の利便
性が高い地区である。最寄り駅となる東急田園都市線の池尻大橋駅から約４５０ｍの距離にあり、地区周辺部は幹線道路等に
囲まれた商業地となっている一方、地区内部は平静な住宅地となっている。また、地区の東側に位置する池尻住宅は、建築物
の老朽化等により早期の建替えが課題となっている。 
このような地区の状況を踏まえ、以下のような市街地を形成することを目標とする。 
１ 生活利便性に富み、緑豊かで良好な住環境の形成及び保全を図る。 
２ 防災性に優れた安全で安心できる都市環境の形成を図る。 
３ 住宅市街地と商業市街地とが調和した快適な市街地の形成を図る。 
４ 団地の建替えに伴い、周辺住宅地の環境に配慮した新たな住宅団地への再生を図る。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用
の方針 

住宅市街地と商業市街地や幹線道路等沿道との調和のとれた健全な市街地形成を目指し、住宅団地地区と住宅団地周辺地区
に区分し、住宅団地周辺地区おいては、さらに幹線道路等に面する商業系２地区と内側の住居系地区に区分して、それぞれの
土地利用の方針を次のように定める。 
１ 住宅団地地区 

本地区の地区特性を継承するため、池尻住宅は適切な住宅規模を有する集合住宅及び店舗等を整備する。また、周
辺道路、公園、歩道等のオープンスペースを整備することで、緑豊かで良好な住環境の維持と周辺環境の融和を図る。 

  ２ 住宅団地周辺地区 
１）幹線沿道市街地地区 

国道２４６号線沿道の立地を生かし、後背住宅地との調和を図り、沿道サービス・業務機能を誘導し、良好な商業
市街地を形成する。 

２）近隣商店街地区 
地域住民の利便施設・商業施設等の誘導及び周辺住宅地区との調和を図り、良好な商業市街地を形成する。 

３）住宅地区 
緑を確保した低中層の住宅地として、ゆとりある良好な住環境の形成を図るとともに、狭あい道路の整備などによ
り防災性の向上を図る。 

地区施設
の整備の
方針 

道路、公園、その他の公共空地について以下のように整備する。 
１ 道路  池尻住宅西側の道路は、安全・安心な街並みを形成し、良好な住環境の確保と防災性能の向上のため、区画道

路により地区内のネットワークを形成し、歩行者と車が安心して利用できる空間として整備を図る。 
２ 公園  地区内の公園の利便性、防犯・防災性の向上を図るとともに、緑のある住民の憩いの場として、地区に開放す

る公園・緑地を配置し、連続性のある公共空間を確保する。 
３ その他の公共空地  ア．広場状空地：地域に開かれた広場状空地を池尻南公園と一体に整備する。 

イ．歩道状空地：池尻南公園につながる歩行空間を確保するため、道路と併設して歩道状空地を整
備する。 

建築物等
の整備の
方針 

住宅市街地と商業市街地や幹線道路等沿道との調和及び、住宅団地地区と周辺住宅地との調和を図り、緑豊かで環境にも配
慮した健全で安全な市街地の形成を図るため、建築物等の整備の方針を以下のように定める。 
１ 適正な住宅規模を確保し、地区の健全な市街地環境の形成を図るため、建築物の用途の制限を定める。 
２ 敷地の細分化に伴う住環境の悪化を防止するため、建築物の敷地面積の最低限度を定める。※ 
３ 安全でゆとりある歩行者空間の形成と良好な住環境、防災性の向上のため、壁面の位置の制限を定める。 
４ 防災性の向上を図るため、狭あい道路の整備促進を定める。※ 
５ 良好な住環境等の維持、形成を図るため、建築物等の高さの最高限度を定める。 
６ 地区の良好な街並みの形成を図るため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定める。 
７ 緑豊かで良好な住環境の形成と防災性の向上を図るため、垣又はさくの構造の制限を定める。 
８ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法という。」）第５９条の２第１項、法８６条第３項若しくは第４項又
は法第８６条の２第２項若しくは第３項の規定に基づく許可に係る建築物の容積率の最高限度については、都市計画に
おいて定められた数値を限度とし、建築物等の高さの最高限度は、本地区整備計画に定める数値の範囲内のものとする。 

その他当
該区域の
整備、開発
及び保全
に関する
方針 

１ 都市環境の改善、防災性の確保及びみどり豊かで潤いのある街並みを形成するため、地区内では積極的に既存樹木の保
全を図るとともに、敷地内緑化、屋上緑化、壁面緑化などにより、緑化を推進することに努める。 

２ 地区内の都市災害の防止や地下水の保全のため、建築物の敷地内に、浸透地下埋管、浸透ます、透水性舗装、浸透側溝、
貯留施設など、雨水の流出を抑制するための施設を整備することに努める。 

３ 住宅団地地区では、みどりの保全を図るとともに、公園につながるアクセス路は連続性のある沿道緑化とし、周辺環境
に配慮して整備する。 

４ 防災上重要な路線は狭あい道路拡幅整備条例に基づき整備を促進する。※ 

地
区
整
備
計
画 

地区施設
の配置及
び規模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 
道 路 区画道路１号 約６ｍ 約１３５ｍ 拡 幅 
種 類 名 称 面 積 備 考 

公 園 
公園（池尻南公園） 約７６０㎡ 一部移設（位置形状変更） 

公園（池尻三丁目公園）※ 約３６００㎡ 既 設 
種 類 名 称 幅 員 延 長 備 考 

その他の公
共空地 

歩道状空地 ２ｍ以上 約１３０ｍ 新 設 
名 称 面 積 備 考 
広場状空地 ３００㎡以上 新 設 

建築物等
に関する
事項 

地区 
の 
区分 

名称 住宅団地地区 
住宅団地周辺地区※ 

幹線沿道市街地 
地区 

近隣商店街地区 住宅地区 

面積 約０．８ｈａ 約１．５ｈａ 約１．４ｈａ 約３．０ｈａ 

建築物等の
用途の制限 

１次に掲げる建築物は建築しては
ならない。 
（１）共同住宅等のうち、住戸専

用面積が３０㎡未満の住戸
を有するもの。  

（２）勝馬投票券発売所及びこれ
に類するもの。 

２主要生活道路に面する建築物の
１階部分は、店舗又は事務所等
とする。ただし、住宅、共同住
宅、寄宿舎、下宿の用途に供す
るものへの出入口又は、自動車
車庫、車路については、この限
りでない。 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 
１ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に
関する法律（昭和２３年法律第１２２号）
第２条第１項各号又は第６項各号に該当
する営業の用に供する建築物。 

２ 勝馬投票券発売所及びこれに類するもの。 

－ 

  建築物
の敷地
面積の
最低限

－ － 

建築物の敷地面積
は、次に掲げる数値以
上でなければならない 
７０㎡ 

地
区
整
備
計
画 

建築物等
に関する
事項 

建築物の敷
地面積の最
低限度※ 

－ － 
建築物の敷地面積は、次
に掲げる数値以上でなけれ
ばならない。７０㎡ 

壁面の位置
の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱の面までの
距離は、次の各号に定めるところによる。 
１ 壁面線１号については、隣地境界線（公
園を含む。）から５ｍ以上とする。 

２ 壁面線２号については、道路境界線から
５ｍ以上とする。 

３ 壁面線３号については、道路境界線から
建築物の１階部分（道路面からの高さ２．
５ｍ以下の部分）を、５ｍ以上とする。
ただし、公共用の歩廊及びピロティ形式
の柱、歩行者の安全上設置する庇等につ
いては、この限りでない。 

建築物の外
壁又はこれに
代わる柱の面
ま で の 距 離
は、壁面線４
号 に つ い て
は、道路中心
線から３ｍ以
上とする。 

－ 

建築物の外壁又はこれに
代わる柱の面までの距離
は、壁面線４号については、
道路中心線から３ｍ以上と
する。 
 

狭あい道路
の整備促進
※ 

－ 

１ 狭あい道路の後退部分は、花壇を築造したり、プランター、自動車、バイク、
自転車等を置いたりせず、平常時の緊急車両の通行の妨げとならないようにす
る。 

２ 門や塀は建替えにあわせて道路中心から２ｍまで後退し、角敷地（隅角が１２０
度以上の場合を除く）では底辺２ｍの二等辺三角形の隅切りを設置する。 

３ 後退した部分は、狭あい道路拡幅整備事業を活用して道路状に整備する。 

建築物等の
高さの最高
限度 

建築物の高さは３５ｍ以下とする。 
建築物の高
さは４０ｍ以
下とする。 

建築物の高さは２０ｍ以下と
する。 
ただし、すべての隣地境界線及

び道路境界線から建築物の外壁
又はこれに代わる柱の面までの
距離を５ｍ以上とした場合は建
築物の高さは３５ｍ以下とする。 

建築物の高さは１５ｍ以
下とする。 
ただし、すべての隣地境
界線及び道路境界線から建
築物の外壁又はこれに代わ
る柱の面までの距離を５ｍ
以上とした場合は建築物の
高さは３５ｍ以下とする。 

建築物等の形態
又は色彩その他
の意匠の制限 

１ 建築物の屋根及び外壁は、原色を避け、落ち着いた色彩とし、周辺の環境と調和したものとする。 
２ 屋外広告物等の色彩、形態、意匠は、周辺の街並みに配慮したものとし、光源を設置する場合で周辺環境に悪
影響を及ぼすものは設置してはならない。また、腐朽、腐食、破損しやすいものは設置してはならない。 

垣又はさくの
構造の制限 

道路や公園等に面する側にコンクリートブロック塀などをつくる場合には、高さ６０ｃｍ以下とする。 

土地の利用に関する事項 

１ 建築物の敷地内では、積極的に既
存樹木の保全を図るとともに、敷
地内緑化、屋上緑化、壁面緑化な
どにより、みどり率３３％以上を
確保する。 

２ 道路に面する側の接する長さの
７／１０以上を緑化する。 

３ 建築物の敷地内に、浸透地下埋
管、浸透ます、透水性舗装、浸透
側溝、貯留施設など、雨水の流出
を抑制するための施設整備に努
める。 

１ 世田谷区みどりの基本条例（平成１７年３月１４日世田谷区条例第１３
号）の届出の対象にならない敷地においては、敷地面積の５％以上の緑
化に努める。 

２ 建築物の敷地内に、浸透地下埋管、浸透ます、透水性舗装、浸透側溝、
貯留施設など、雨水の流出を抑制するための施設整備に努める。 

 
 

届出が必要な建築行為等 

手続きの流れ 

① 土地の区画形質の変更   ② 建築物の建築又は工作物の建設  

③ 建築物の用途の変更    ④ 建築物等の形態又は意匠の変更 

【相談・お問い合わせ・届出窓口】 
世田谷区 世田谷総合支所 街づくり課 

〒154－8504 世田谷区世田谷4－22－33 TEL 03-5432-2872 FAX 03-5432-3055 

世田谷区のホームページ（HP）  https://www.city.setagaya.lg.jp   

■ 池尻三丁目西地区 地区街づくり計画 計画書 

 
地区計画では住宅団地地区のみが地区整備計画に定められています。※の内容は地区計画では規定されていません。 

 

世田谷総合支所街づくり課 
建築主事（都・区） 
又は指定確認検査機関 

工事着手 

届出書 
提出 

適合通知書交付 
又は要請・勧告 

事前相談 確認申請 確認済証交付 

調査 
相談 

地区計画・地区街づくり

計画の届出 
建築確認申請 

工 事 着 手 の ３ ０ 日 以 上 前 

５ 

 

６ 

 

Urata101
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